
民事訴訟法 

（上告の理由） 

第三百十二条 上告は、判決に憲法の解釈の誤りがあることその他憲法の違反があることを理由とす

るときに、することができる。 

２ 上告は、次に掲げる事由があることを理由とするときも、することができる。ただし、第四号に

掲げる事由については、第三十四条第二項（第五十九条において準用する場合を含む。）の規定に

よる追認があったときは、この限りでない。 

一 法律に従って判決裁判所を構成しなかったこと。 

二 法律により判決に関与することができない裁判官が判決に関与したこと。 

二の二 日本の裁判所の管轄権の専属に関する規定に違反したこと。 

三 専属管轄に関する規定に違反したこと（第六条第一項各号に定める裁判所が第一審の終局判決を

した場合において当該訴訟が同項の規定により他の裁判所の専属管轄に属するときを除く。）。 

四 法定代理権、訴訟代理権又は代理人が訴訟行為をするのに必要な授権を欠いたこと。 

五 口頭弁論の公開の規定に違反したこと。 

六 判決に理由を付せず、又は理由に食違いがあること。 

３ 高等裁判所にする上告は、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があることを理由とす

るときも、することができる。 

 

（上告受理の申立て） 

第三百十八条 上告をすべき裁判所が最高裁判所である場合には、最高裁判所は、原判決に最高裁判

所の判例（これがない場合にあっては、大審院又は上告裁判所若しくは控訴裁判所である高等裁判



所の判例）と相反する判断がある事件その他の法令の解釈に関する重要な事項を含むものと認めら

れる事件について、申立てにより、決定で、上告審として事件を受理することができる。 

２ 前項の申立て（以下「上告受理の申立て」という。）においては、第三百十二条第一項及び第二

項に規定する事由を理由とすることができない。 

３ 第一項の場合において、最高裁判所は、上告受理の申立ての理由中に重要でないと認めるものが

あるときは、これを排除することができる。 

４ 第一項の決定があった場合には、上告があったものとみなす。この場合においては、第三百二十

条の規定の適用については、上告受理の申立ての理由中前項の規定により排除されたもの以外のも

のを上告の理由とみなす。 

５ 第三百十三条から第三百十五条まで及び第三百十六条第一項の規定は、上告受理の申立てについ

て準用する。 


